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朝鮮半島の「完全な非核化」をうたう南北首脳による「朝鮮半島の平
和と繁栄、統一のための板門店宣言」（以下「板門店宣言」）の直前、北
朝鮮の労働党中央委員会は核兵器の運用継続を前提とするドクトリンを
確認する決定書を採択した。それによれば、核実験場の廃止は「世界的
な核軍縮」のためだとされる。もし「世界的な核軍縮」に合わせて「完
全な非核化」を実施するのなら、それまでの間は核兵器保有が許容され
るとの認識が前提にあるのだろう。事実、党中央委員会は核兵器不拡散
条約（NPT）第 1 条での核兵器国の義務のように「核兵器と核技術を
移転しない」とも確認している。

板門店宣言と「9 月平壌共同宣言」（以下「平壌宣言」）で、北朝鮮は
朝鮮半島の非核化を米国の拡大核抑止も排除する非核地帯の設置とみな
す姿勢も強く示唆した。これは過去に北朝鮮が定義した「安全の保証」
と一貫性があり、それに従えば在韓米軍の地位に影響を与え得る。加え
て「世界的な核軍縮」が北朝鮮による核放棄の要件ならば、それまでは
非核地帯も設置できない。北朝鮮の要求は米国が核攻撃をしないとの消
極的安全保証（NSA）にとどまっておらず、NSA と交換に核兵器を捨
てる義務を回避しようとしている可能性が懸念される。

また、板門店宣言が示した中国を排除する平和体制構築の可能性は、
第 2 回南北首脳会談（2007 年）の宣言の内容と類似しており、その際、
宣言の数カ月後に北朝鮮は中国から米韓同盟は「遺物」だと非難する従
来にない立場を引き出す成果を得た。板門店宣言でも、北朝鮮は、これ
に先立つ金正恩朝鮮労働党委員長・国務委員会委員長による初の中朝首
脳会談以降、平和体制構築における中国の役割の確認を回避し続け、そ
れに関心を持つ中国に連携強化を促した。

他方、韓国の文在寅政権は平和体制構築を主導するとの認識に基づ
き、金正恩委員長のメッセージを伝達してドナルド・トランプ米大統領
から米朝首脳会談開催への同意を引き出した。「分断体制」を終焉させ
南北関係を安定化させるべく、文在寅大統領は金正恩委員長との板門店
宣言で非核化をうたい、南北間の軍事的緊張緩和のため軍事境界線
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（MDL）一帯での宣伝放送や、ビラ散布の中止、黄海の北方限界線
（NLL）一帯を平和水域とすることで合意した。

米韓同盟については、米朝首脳会談で合意された平和体制の構築に向
けた措置として、定例の米韓連合軍事演習が中止されることが発表され
たが、演習の中止が長期化すれば米韓連合作戦能力に悪影響を与える可
能性がある。朝鮮半島をめぐる情勢の変化を受けて、文在寅政権成立後
に検討が進められてきた「国防改革 2.0」も、北朝鮮への先制攻撃や報
復を念頭に置いた攻勢的な作戦概念を含む部分については、再検討がな
された。韓国が平和体制構築に努力する中、戦時作戦統制権移管や米軍
の駐留経費分担をめぐる米韓交渉など、今後の抑止態勢や同盟の役割に
関する議論が米韓間でどのように調整されるかが注目される。

1	 北朝鮮——核と交渉	 ◢
（1）核の運用継続を可能にする「非核化」

2018 年 4 月 27 日、史上 3 回目の南北首脳会談で両首脳は板門店宣言
に合意し、その中で「完全な非核化を通じて核のない朝鮮半島を実現す
るという共同の目標」が確認された。しかしこの直前、金正恩委員長の
指導下に開かれた党中央委員会全員会議は、決定書（以下「党中央委員
会決定書」）を採択し、核兵器の運用に必要なほぼ従来どおりのドクト
リンを再確認している。それによれば「核の威嚇や核の挑発がない限り、
核兵器を絶対に使用することはない」のだという 1。核兵器の運用継続
を強く示唆するこうした北朝鮮の方針のために、その後の米朝「シンガ
ポール共同声明」（6 月 12 日）で非核化タイムテーブルに合意できなかっ
た可能性も考えられる。以下、この点を説明していきたい。

まず、党中央委員会決定書は、北朝鮮による核実験の中止が「世界的
な核軍縮のための重要な過程」だとも述べている。板門店宣言のいう「完
全な非核化」が、「世界的な核軍縮」の実現する将来における課題なら、
核兵器運用のドクトリンも引き続き必要となろう。



76

自らの核兵器の放棄を「世界」の非核化まで実施しないとの意味にも
とれる言説は、最近 10 年ほどの北朝鮮に目立つ傾向である。2009 年に
プラハで米国のバラク・オバマ大統領が「核兵器のない世界」について
演説した半年ほど後、北朝鮮の国連代表は、第 64 回国連総会第 1 委員
会において「世界最大の核兵器国が核軍縮で先頭に立てば、各地域で新
たに登場した核兵器保有諸国にも肯定的な影響を与える」と述べ、それ
は「地球上から核兵器をきれいに清算するのにも有益」だとの立場を表
明していた 2。
「完全な非核化」の義務を「世界的な核軍縮」の一部と定義し、その

実現までは核兵器保有の権利があるととらえる場合、その「非核化」の
義務は NPT において核兵器国が約束する「全面的かつ完全な軍備縮小」
のための条約交渉の義務 3 に近いとも考えられる。実際、NPT の核兵
器国に類似した存在として自らを位置付ける北朝鮮の概念も、2013 年
に「自衛的核保有国の地位」として法制化されている 4。

同法制においては、「自衛的核保有国」たる北朝鮮は、NPT の第 1 条
で規定される核兵器国の義務と同様に「核兵器やその技術、兵器級核物
質が不法に流出しないよう徹底的に担保」することとなっている。2018
年の党中央委員会決定書もこれを引き継いで北朝鮮が「核兵器と核技術
を移転しない」ことを確認しており、NPT の核兵器国に類似した地位
を主張してきた従来の立場を基本的に継承するものだったといって
よい。

また、2013 年の法制では、北朝鮮は「世界の非核化」に至るまでの間、
「ほかの核保有国が我が共和国を侵略したり攻撃する場合」の報復手段
として、核兵器を運用するとされている。そうした報復を「核の威嚇や
核の挑発」を受けた場合に限定したのが板門店宣言前の党中央委員会決
定書であったと考えることもできる（ただし、決定書の文言も敵対者の
威嚇や挑発が核攻撃に至らなかった場合でも核兵器で応じる余地を否定
していない）5。

北朝鮮は、こうした核兵器運用継続に必要なドクトリンを確認した上
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で「完全なる非核化」を含む 2018
年 4 月の板門店宣言に合意した。
6 月の米朝首脳会談までにも、北
朝鮮は上述の立場をあらためて確
認している。北朝鮮の核兵器研究
所の北部核試験場「廃棄」を伝え
る声明によると、「核実験中止は
世界的な核軍縮の重要な過程であ
り、我々は核兵器のない平和な世
界」のため「世界の平和愛好人民」
と手を携えるのだという 6。

そして、この声明と同日に発表された外務省第 1 副相談話は、米国の
マイク・ペンス副大統領とジョン・ボルトン国家安全保障担当大統領補
佐官を非難し、リビアと北朝鮮を比較する彼らは「厳然たる現実を悟る
ことができず」にいると断じ 7、結果的にトランプ米大統領が米朝首脳
会談の中止をいったん表明する契機となった。核実験場への措置が「世
界的な核軍縮のための重要な過程」であり、かつ数日後の『労働新聞』
論評で示されたように、北朝鮮があくまでも「我々が決めた軌道」と

「我々の時間表」に従っていくのだとすれば 8、この非核化タイムテーブ
ルは「世界的な核軍縮」まで終わらない可能性も否定できなくなる。

すなわち、「世界の非核化」へのステップを踏んだと強調する北朝鮮
の言説は、そのような未来まで非核化完了を待たないリビア・モデルを
否定するものであったと見ることができよう。実際に 6 月 12 日の米朝
シンガポール共同声明では、そこに至る議論の詳細は開示されていない
ものの、南北首脳会談の板門店宣言と同様に朝鮮半島の「完全な非核化」
をうたいながらも、非核化タイムテーブルを明示しなかった。
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（2）「安全の保証」は不拡散と一貫するか
米朝シンガポール共同声明でトランプ大統領は、北朝鮮に「安全の保

証」の提供を約束した。この「安全の保証」が米国から核攻撃や核の威
嚇を受けないという保証、つまり NSA を意味するのかどうかについて、
北朝鮮は公の場で説明していない。かつて、北朝鮮は米国が NSA を守
らなかったことを、核武装の理由として強調していた。2002 年に発表
された北朝鮮外務省の声明は、米国が北朝鮮を核の威嚇や核攻撃の対象
としないとの約束を守らず NPT の「基本精神」に従わないがゆえに、
北朝鮮は核武装に向かうとしている 9。

NSA は、保証を提供し核兵器を保有し続ける国と、保証を受け核兵
器を保有しない国の立場の違いを前提としている。これは「世界的な核
軍縮」の概念とは異なり、核兵器を保有し続ける米国などが、その保証
を受ける非核兵器国（北朝鮮）と同時に非核化されるわけではない。も
し、北朝鮮が NSA の代わりに「世界的な核軍縮」を要求するのであれば、
それは同国が米中などと対等な核兵器保有の正統性を与えられない
NPT 体制には戻らない意思を示唆するものだと見ることもできよう。

北朝鮮が「安全の保証」について説明の回避を始める前、最後に公
にしたと思われるその定義は、2016 年 7 月 6 日の北朝鮮政府代弁人声
明に見ることができる。それによれば、米国は①韓国に持ち込んだ核
兵器を公開し、②核兵器と「その基地」を撤廃して検証を受けねばな
らず、③朝鮮半島と「周辺」に周期的に展開する核打撃手段を二度と
引き入れないと保証し、④いかなる場合にも核および核を動員する戦
争行為により北朝鮮を威嚇したり、北朝鮮に対し核を使用することが
ないと約束し、⑤韓国内で「核使用権」を持つ米軍の撤収を宣言しな
ければならないとし、「そのような安全の保証」があれば北朝鮮も相応
の措置をとり「朝鮮半島の非核化」の「突破口」が開かれるとしてい
る 10。

これら「安全の保証」のうち、第 4 項が示す内容は、米国が北朝鮮に
核を使用しないという点で NSA を意味するかのような印象を与える。
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しかし、歴史的な NSA の議論においては、核の脅威がないと保証され
ることと、かかる保証を得た国が NPT の下で核兵器を保有しないこと
とが交換条件になければならない。核兵器を使用し得る米軍基地の撤収
が必要だと読める第 2 項および、「核使用権」を持つ米軍の撤収宣言を
要求する第 5 項がある以上、そのような交換条件は成立しないとも考え
られる。仮に米国が核攻撃や核の威嚇をしないと保証しても、核兵器を
運用し得る米軍基地や米軍部隊の存在を理由に、北朝鮮は核武装の継続
を主張する余地があるからである。そうだとすれば、この北朝鮮政府代
弁人声明に見られる「安全の保証」とは、一般に論じられてきた NSA
とは異なるものだといえよう。さらに、列挙された要求項目のすべてが
満たされても、非核化の「突破口」が開かれるとされるにとどまってお
り、「安全の保証」があれば非核化するとの論理構成が回避されている。

また、第 3 項で北朝鮮は戦略資産の周期的配備（北朝鮮による核の脅
威の高まりに応じて米韓同盟で生じた議論、rotational deployment11）
の禁止を要求している。第 4 項の核攻撃の禁止と合わせ北朝鮮は、米国
が韓国に代わって核報復を行う約束、拡大核抑止を提供できなくなる非
核地帯の設置も「安全の保証」として要求しているとの見方もある 12。

実際、シンガポール共同声明から半年を経た 12 月に北朝鮮国営の
朝鮮中央通信は、米国が「北朝鮮の非核化」という「部分的な概念」を

「朝鮮半島の非核化」と同一視しているとし、南北朝鮮のみならず「朝
鮮半島を狙っている周辺からのあらゆる核の脅威要因を除去」すること
が「朝鮮半島の非核化」の合意だと主張した 13。これは 4 月の板門店宣
言からも予見可能な姿勢だったといえるかもしれない。

板門店宣言における「核のない朝鮮半島を実現」する合意を、朝鮮中
央通信は半島を非核地帯にすると英訳していた（“turning the Korean 
peninsula into a nuclear-free zone”）14。続く 9 月の平壌宣言は朝鮮半
島を「核兵器と核の脅威のない平和の場」にするとして、核兵器保有と
核の脅威を禁じられる主体を南北と明示せず、一層、非核地帯に近い印
象を与えることとなった。かつて、1992 年 1 月に採択された南北非核
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化共同宣言が、主語を南北朝鮮に限定して核攻撃しないとうたったがゆ
えに、米国の拡大核抑止を禁じられなかったことを北朝鮮が理解してい
ないとは考えにくい。

そして北朝鮮が 2018 年の核実験中止に関して強く示唆したとおり、
もし北朝鮮が世界的な核軍縮実現に向けた動きが起こるまで核兵器を維
持するのなら、米国が核兵器を大幅に削減し、韓国への拡大核抑止の提
供が終わりを迎えるまで、朝鮮半島の非核地帯も設置できないことにな
ろう。この条件での非核地帯の実現は現実的に容易ではない。その場合
に考えられる北朝鮮の合理的目標は、非核地帯の設置そのものではな
く、北東アジアの非核地帯設置を妨げるものとして米軍プレゼンスの正
統性を否定し、それをもって自らの核武装を正当化し続けることなのか
もしれない。

板門店宣言で南北が目標として合意した平和協定についても、過去
に北朝鮮が繰り返してきた議論から考察すれば、平和協定の締結とと
もに国連軍司令部の解体と米軍撤収も実現しなければならない。平和
協定が締結できない状態は「平和でも戦争でもない」不安定の継続だ
という 15。もし北朝鮮が核兵器保有の継続を目標としているのなら、こ
のような平和協定を締結できないことは必ずしも失敗とはいえない。そ
のとき北朝鮮には、「平和」ではない状況を理由として核兵器保有を正
当化する選択肢が考えられるからである。「安全の保証」と切り離して
平和協定を締結した場合、締結後に「安全の保証」の欠如を理由として
北朝鮮が非核化に逆行する可能性を示唆する議論もある 16。いずれの場
合でも、北朝鮮が核実験中止により軍事的圧迫を受けなくなれば、同国
が事実上の核兵器国たる地位の安定にその状況を活用する可能性も考え
られよう。

他方で、北朝鮮が経済を優先することで非核化が進むとの見方もあり
得よう。板門店宣言に先立つ党中央委員会決定書を採択した際、金正恩
委員長は、核と経済の「並進」路線の完結を受け、「党と国家の全般事
業において経済事業を優先視する」との方針を示した。しかし恐らくそ
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れも、大規模な外資流入を前提とする中国的な改革開放ではないがゆえ
に、米国との国交樹立の可能性を著しく狭める核兵器の運用継続とも矛
盾しないと考えられる。党中央委員会全員会議で経済優先の方針として
強調したのは、開放ではなく閉鎖的な「自力更生」である 17。
「社会主義企業責任管理制」の下で拡大しつつあるともいわれる企業

の裁量権についても、企業の自律的な目標と利益の追求を許容するとい
うよりも、中央からの増大するノルマの達成方法における裁量権になり
つつあるとの指摘がある 18。そうだとすれば、「社会主義企業責任管理制」
は、必ずしも市場経済への動きに結びついていない。北朝鮮は市場経済
と経済開放を可能にするほどの対米関係の改善や、そこまでの非核化を
受け入れる生存戦略をいまだに採用できていないと見ることもできる。

（3）対外アセットとしての平和体制
金正恩委員長は米韓との交渉に乗り出しつつ、2018 年 3 月 26 日に就

任後初めて中国を訪問し、習近平共産党総書記・国家主席と会談を行っ
た。その後も、両首脳は 5 月および 6 月と短期間で 3 回もの会談を行っ
ている。他方、北朝鮮は板門店宣言で、中国を排除して「北南米 3 者」
による「終戦を宣言して休戦協定を平和協定に転換」し、「平和体制」
を構築するための会議を開催する可能性を示した。

ある国に協力しなければ見捨てられるとの懸念を抱く国があれば、当
該国は相手国の目標を共有する強い動機を持つ 19。それが同盟政治だと
すれば、これらの北朝鮮の姿勢は矛盾した動きではないのであろう。北
朝鮮は、中国が朝鮮半島の平和体制に関わる機会を逃す可能性を強調す
ることで、中国に北朝鮮と連携する動機付けを与えようとした可能性が
考えられる。

歴史的に見れば、北朝鮮が中国を排除する米朝平和協定を主張し始め
たのは、中国が米中接近後に国連軍司令部を存続させる形で米国側と妥
結した翌年の 1974 年以降のことである。その後、短期間とはいえ、
中国は国連軍司令部の解体に向けた努力を再開した 20。このような傾向
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は、板門店宣言のひな型ともいえる第 2 回南北首脳会談（2007 年 10 月
4 日）後の動きにも見てとれた。同会談の宣言が初めてうたった 3 首脳
の終戦宣言推進は、米朝に首脳会談の当事者たる韓国を平和体制プロセ
スに加えた 3 者によるもので、形を変えた中国排除だったといってよ
い。中国外交部が米韓同盟を「歴史の遺物」のようなものなどと、従来
に比して著しく明確な在韓米軍への否定的姿勢を示したのは、この中国
排除から数カ月となる 2008 年 5 月 27 日のことだった 21。

もともと中国が同盟全般を否定するために主張していた「新安全保障
観」は、米韓同盟を具体例としなかったため、「遺物」としてその解体
を主張する北朝鮮の平和体制論とは距離があった。こうした過去の主張
とは対照的に、上述の中国外交部による米韓同盟「遺物」論は、六者会
合の合意事項（第 4 回会合共同声明第 4 項）である、平和体制と連動す
る「北東アジア安全メカニズム」が同盟に代わって機能すべき、との見
解にも触れ 22、中国が北朝鮮の立場に近づく意図を強く示唆していた。
中国は、北朝鮮が平和体制へのプロセスから中国を切り離すサインを見
せた後、北朝鮮への協力姿勢を明確化したことになる。

中国外交部は、2016 〜 2017 年に北朝鮮による核とミサイル実験が繰
り返される中でも、非核化と平和協定推進の「双軌並行」を主張したが、
これは 2008 年の米韓同盟「遺物」論に近い内容だった 23。そこに北朝
鮮が、中国に一層、安全保障上の目標を共有させる機会を見ていたとし
ても不合理ではないだろう。

金正恩委員長の初訪中は、韓国大統領特使の訪朝で第 3 回南北首脳会
談の開催に合意した後になって実施された。中朝首脳会談直後に行われ
た両国の外相会談の発表を見ると、続く板門店宣言で中国排除の可能性
を示すことになる平和体制に関して、北朝鮮は中国の関与の申し出に曖
昧な反応に終始したとも読み取れる。

中国側の発表によると、上述の外相会談で中国側が「朝鮮半島の平和
体制」確立に向けた意思を表明したのに対して、北朝鮮外相はその点に
は言及しなかった 24。北朝鮮側の公式報道において、少なくとも通常の
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媒体ではこの外相会談に関する言及は見当たらない。訪中時の金正恩委
員長も平和体制に公には言及することなく、「朝鮮半島情勢の管理」に
関し、習近平総書記と意見交換したと述べるにとどめた 25。北朝鮮は南
北首脳会談前から板門店宣言を対中政策の手段とすべく、米国と南北
朝鮮の 3 者に限定した終戦宣言の選択肢を示すことを予定していたとも
考えられる。

その後も北朝鮮は、平和体制における中国の役割に関し曖昧な姿勢
を維持したまま、中国との連携強化の意思を表明することとなる。板
門店宣言直後の中朝外相会談では、中国側発表によれば、北朝鮮外相
が平和体制確立に向けた中国との密接な意思疎通の意思を表明してい
るものの 26、北朝鮮側の公式報道ではそれが確認できない 27。金正恩委
員長はシンガポールでの米朝首脳会談後に再び訪中したが、やはり平
和体制で中国が当事者であるのか公の場で確認しないまま、「中国の同
志と 1 つの参謀部で協力」し、「真正の平和を守護」すべく「自己の責
任と役割を果たしていく」として 28、中国との連携を前提に自国の安
全保障を図る意思を示した。

一方、制裁解除に関連し、中国との連携強化の部分的成果があった。
北朝鮮外相は、2018 年 9 月の国連総会における演説で、一部の国が
シンガポール共同声明を「歓迎」する国連安保理議長声明を阻止すると
いう憂慮すべき態度を示したと述べた 29。阻止された議長声明とは、恐
らく金正恩委員長が再訪中して間もない 6 月 28 日に中国が推進したと
されるものである。報道によれば、この議長声明はシンガポール共同声
明を「歓迎」しつつ、北朝鮮への制裁決議を「調整」する安保理メンバー
の意思を表明したものだった 30。北朝鮮外相の国連総会演説は、「安全
保障理事会はすなわち米国だという汚名」を 1 日も早くはらすべきだと
強調する形で、中国のさらなる協力を促した。

他方、北朝鮮の主張する米朝平和協定で排除されてきたのは中国のみ
ならず、韓国も同様であった。板門店宣言で見られたとおり、終戦宣言
の推進で韓国と合意することは北朝鮮が韓国排除をやめると期待させる



84

ことであり、その期待を満たすことと交換に、韓国を望ましい方向へと
動かすことも北朝鮮の選択肢となろう。

3 者による終戦宣言と同様に板門店宣言で合意された、韓国が海上境
界線と主張する NLL 一帯の「平和水域」化もまた、2007 年の第 2 回南
北首脳会談の宣言に盛り込まれていたものであった。そして同合意は、
恐らく北朝鮮が NLL を無効化すれば、韓国を平和体制の当事者と認め
ることを示唆した結果だったとの議論もある 31。「平和水域」による韓
国側の譲歩と 3 者の終戦宣言推進の合意は交換条件であった可能性があ
り、韓国は板門店宣言において、その「平和水域」の合意をあらためて
受け入れたことになる。

北朝鮮側発表の板門店宣言が引用符で囲む形で「北方限界線」と言及
していることが同国による NLL 承認を意味するとの見方もあり得るか
もしれないが、引用符は北朝鮮の公式報道で一般的に同国が正統性を認
めていないと強調したい対象に用いられる 32。過去にも、北朝鮮当局が
NLL の正統性を否定する目的の声明で引用符を付して「北方限界線」
との名称に言及したことはあった 33。

平壌宣言時の「板門店宣言履行のための軍事分野合意書」（表 3-1 参照）
でも、北朝鮮が NLL を基準として「緩衝水域」（合意書 1 条 2 項で定義
された水域に対する韓国側の呼称 34。同水域内で砲射撃および海上機動
訓練の中止、海岸砲の封鎖などを双方が受け入れ）の範囲を認めたのか
明確ではない。この点について、韓国国防部長官は国会において、「緩
衝水域」を NLL を基準として南北の同程度の水域がこれに含まれると
いう「面積の概念」ではなく、「脅威縮小の側面」でとらえるべきだと
答弁している 35。

また、韓国国防部は「NLL を尊重する中で等面積の原則で適用しな
ければならない」として 36、やはり南北の水域が同程度含まれるべきと
する「共同漁労水域」（合意書 3 条 2 項）についても、「NLL を基準と
して協議する予定」（韓国国防部長官発言）としているに過ぎず、合意
書で境界線が画定したわけではない 37。同水域の範囲を実際に画定でき
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るかは、事後の南北軍事共同委員会における境界線画定の協議にかかっ
ている（合意書付属文書 4）。

この状況を北朝鮮から見れば、NLL が境界線の基準とならないよう
にするべく、今後の韓国との交渉に臨むことになろう。従って北朝鮮に
は韓国に譲歩させる手段として、平和協定からの韓国排除のオプション
を留保する理由がある。実際、北朝鮮は依然として、中韓を排除する米
朝平和協定を主張する際（1994 年）にボイコットした、休戦協定に基
づく軍事休戦委員会に復帰していないとも指摘されている 38。

前例である 2007 年の南北首脳会談での「平和水域」合意の場合、そ
の後に韓国国防当局が NLL を境界線とする認識を再確認し、両者の関
係は膠着していった 39。そして 2015 年 10 月、北朝鮮外務省は韓国軍の
戦時作戦統制権を持つのは米国であるとして、米朝の平和協定締結を再
び提起する談話を発表し 40、韓国を平和協定プロセスから排除する姿勢
に回帰した。

NLL をめぐる膠着から再度の米朝平和協定の主張まで数年を要した
のは、対中関係上の都合によるものであったとも考えられる。上述の
2008 年 5 月の外交部による米韓同盟「遺物」発言後、中国は北朝鮮の
対米脅威認識を共有する姿勢を数年間にわたって続けた 41。その間、北
朝鮮は米朝平和協定を主張していない。しかし 2010 年の韓国哨戒艦

「天安」撃沈事件後をピークとして、中国がそうした脅威認識共有の意
思を確認しなくなった後、米朝平和協定が再度主張されることになっ
た。翌 2016 年からの緊張下で、中国が北朝鮮の立場に近い「双軌並行」
を主張し始めたのは、この米朝協定の再提起に続く動きだったと見るこ
とができよう。

北朝鮮外務省が米朝平和協定を主張した 2015 年の談話は、韓国との
「8 月事態」にも言及している。「8 月事態」とは、談話発表の 1 カ月余
り前、2015 年 8 月に MDL 一帯で生じた韓国との緊張状態である。こ
の状態を解消すべく、北朝鮮は同月 24 日、韓国の拡声器放送中止と「同
時に」「準戦時状態を解除」するとの南北「共同報道文」を発表していた。
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しかし、実は「同時に」との文言は韓国側発表にはない 42。北朝鮮は、
自らの体制と競合する自由民主主義の浸透を企図する韓国に対して、軍
事的報復を正当化する「同時に」という文言の挿入を試み、これを拒否
されていたと考えられる。
「8 月事態」から約 2 年半を経て、板門店宣言では「軍事的緊張と衝突」

の原因となる「拡声器放送とビラ散布」をはじめとする敵対行為を
MDL 一帯で中止するとうたった。「拡声器放送とビラ散布」を有効な
手段とするのは韓国側だけであり、従って板門店宣言に基づけば、韓国
がその禁止事項を守って、初めて北朝鮮による「緊張と衝突」が回避さ
れる。これは北朝鮮にとって、2015 年 8 月の合意で得られなかった、
韓国による自由民主主義の浸透を軍事的に抑止する法的根拠になり得る
のではないだろうか。

2	 韓国——「分断体制」克服の努力
（1）3回の南北首脳会談と南北関係の進展

文在寅大統領は、2007 年に行われた第 2 回南北首脳会談の際の大
統領秘書室長であり、第 2 回南北首脳会談推進委員長を務めた際の遺
産を引き継ぐべく、2017 年 5 月の就任後から北朝鮮への「圧力」と
ともに「対話」が必要であるとし、融和的姿勢をとることを累次強調
していた 43。一方で 2016 年から 2017 年にかけて 40 発もの弾道ミサ
イルを発射するとともに 3 回の核実験を行い、朝鮮半島周辺の軍事的
緊張が高まっていた。

その流れが一変したのが、2018 年 1 月 1 日に発表された北朝鮮の
新年の辞であった。金正恩委員長が直接朗読した「新年の辞」の中で、
2018 年 2 月の平昌冬季オリンピックに代表団を派遣する用意があり、
そのための南北当局会談を行うことができると表明した 44。これに韓
国が反応し、翌日には 1 月 9 日に南北閣僚級会談を行うことを提案し
た 45。北朝鮮もこれに応じ、南北閣僚級会談では平昌冬季オリンピック
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に選手と応援団を派遣するとともに軍事当局者会談を行うことなどで合
意した 46。2 月に行われた平昌冬季オリンピックでは、開会式で南北が
合同で入場し、一部競技で南北合同チームが結成されるなど、「感動」
を演出した。また、北朝鮮高官級代表団として金永南最高人民会議常任
委員会委員長と並んで金正恩委員長の実妹、金与正労働党中央委員会副
部長が参加し、注目を集めた。オリンピック後のパラリンピックにも北
朝鮮代表の選手団が参加するとともに、例年この時期に行われている米
韓合同軍事演習（後述）はパラリンピック後まで延期され、融和ムード
を一層加速させた。

韓国は、続く 3 月に国家情報院長、大統領府国家安保室長などから成
る大統領特別使節団（以下「特使団」）を北朝鮮に派遣し、特使団のメ
ンバーが金正恩委員長らと会談した。その結果、南北は 4 月末の南北首
脳会談開催、南北首脳間ホットライン設置に合意し、北朝鮮は軍事的脅
威が解消され、体制の安全が保障されれば核兵器保有の理由がないこ
と、米朝関係正常化のための対話の用意があり、対話の進行中は核・ミ
サイル実験をしないことを明らかにした。引き続いて、特使団は北朝鮮
からの「メッセージ」を携えて訪米し、米国のトランプ大統領らと会談
し、トランプ大統領から「歴代政権のように対話の対価として譲歩をす
ることはしない」と留保されつつも、5 月までに米朝首脳会談を行うこ
とへの同意を引き出した 47。

2018 年 4 月 27 日、韓国の文在寅大統領は、朝鮮半島の南北を分かつ
MDL 上の板門店共同警備区域で北朝鮮の金正恩委員長と 2000 年、2007
年に次ぐ 3 回目の南北首脳会談を行った。その結果、南北の軍事的緊張
緩和、朝鮮半島の平和体制の構築と非核化などが盛り込まれた板門店宣
言に合意した 48。この南北首脳会談は前述のような軍事的緊張状態に
あった朝鮮半島が緊張緩和に向かう象徴的な会談であったといえよう。

先の韓国特使団の訪米で合意され、その後 6 月に行うことになってい
た米朝首脳会談の中止が 5 月 24 日に発表されると、同月 26 日には 4 回
目の南北首脳会談が 3 回目の南北首脳会談と同じく板門店共同警備区域
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で行われ、事後にその事実が発表された 49。文在寅大統領は、この会談
で、金正恩委員長が朝鮮半島の非核化への確固たる意志を確認し、両者
が 6 月 1 日に南北閣僚級協議を行うことに合意したと発表した。

6 月 1 日に開かれた南北閣僚級会談では、同月に南北将官級軍事会談、
南北体育会談、南北赤十字会談を行うことが合意された 50。6 月 14 日
の南北将官級軍事会談では、東西海（日本海と黄海）岸の南北間軍通信
線復旧に関する合意などを含む共同報道発表文が発表された。6 月 18
日に行われた南北体育会談では南北間でバスケットボールの試合を開催
することに合意した。また、6 月 22 日の南北赤十字会談では離散家族
再会行事を 8 月に実施することが合意された。

さらに、8 月から 9 月にかけてインドネシアで開催されたジャカル
タ—パレンバン・アジア大会では、韓国の李洛淵国務総理と北朝鮮の李
竜男内閣副総理が参加した開幕式で、南北が共同入場するとともに開会
式に参加し、女子バスケットボールやボートなどで南北合同チームを結
成した 51。

韓国は、米朝首脳会談後の「非核化」の内容をめぐる米朝の膠着状態
が伝えられるようになると、3 月の派遣時と同一の国家情報院長、大統
領府国家安保室長らから成る特使団を 9 月 5 日に北朝鮮に派遣し、平壌
で再び南北首脳会談を開くこと、朝鮮半島の非核化を再確認したこと、
首脳会談で非核化の実践方法、相互信頼構築・武力衝突防止の具体的方
案を議論すること、首脳会談前に南北連絡事務所を開所することで合意
した 52。合意どおり 9 月 14 日、南北連絡事務所は開城にて開設された。

9 月 18 日から 20 日にかけて行われた 2018 年に入って 3 回目となる、
第 5 回南北首脳会談では平壌宣言が発表され、南北間の鉄道および道路
連結、条件が整った場合の開城工業団地と金剛山観光事業の再開、ミサ
イルエンジン試験場と発射台の廃棄、米国の相応の措置に基づく寧辺の
核施設の廃棄、金正恩委員長のソウル訪問に合意した 53。また、文在寅
大統領に随行した宋永武国防部長官と、北朝鮮の奴光鉄人民武力相の間
では、後述の「板門店宣言履行のための軍事分野合意書」（以下「軍事
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分野合意書」）が署名され、具
体的な軍事的緊張緩和措置の実
施に合意することとなった。

文在寅大統領は訪朝日程中、
平壌に所在する 15 万人収容の
メーデースタジアムで大マス
ゲームを観覧し、観客らを前に
した演説では「我ら民族は優秀
であります。我ら民族は強靭で
あります。我ら民族は平和を愛
しています。そして、私たちの民族は共に生きなければなりません」と

「優秀な朝鮮民族」をうたいあげた 54。さらに、文在寅大統領は会談 2
日目に金正恩委員長と民族の聖地とされる中朝国境に位置する白頭山を
訪問し、山頂にあるカルデラ湖・天池に朝鮮半島南部の済州島の水を注
ぐなど、同一民族の機運を盛り上げた 55。

軍事分野合意書に基づき、南北の MDL 近傍では、非武装地帯（DMZ）
内で南北相互に近接している監視哨所（GP）の撤去、板門店共同警備
区域（JSA）の完全非武装化などに着手した。

（2）平和体制の構築と米韓同盟
文在寅政権の朝鮮半島政策は、北朝鮮の崩壊を望まず、吸収統一を望

まず、人為的統一を追求せず、相互尊重の精神と信頼に基づき、北朝鮮
の核問題を解決するというものである 56。北朝鮮を封じ込めるよりも、
緊張緩和を重要視し、それを平和体制へとつなげるという構想を持って
いるものと分析できる。北朝鮮が本当に非核化する意思があるかどうか
は、その構想には直接関係なく、緊張緩和を達成することによって、北
朝鮮が核兵器を保有する誘因が低下することを目標にしているものと考
えられる。

米国との関係においては、2002 年に盧武鉉大統領（当時候補）が、
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南北関係さえうまくいけばよいと発言したような極端な発想からは離れ
ており 57、南北関係を進めるためには、米朝関係の改善が並行しなけれ
ばならないという教訓を意識しているとみられる。

さらに、韓国は 4 月の第 3 回南北首脳会談の際、文在寅大統領が金正恩
委員長に「韓半島新経済地図」構想を USB メモリーに入れて渡すなど、
北朝鮮に南北関係の改善は経済的にも利益があることを示そうとしてい
る。8 月 15 日の光復節における文在寅大統領の祝辞では「平和がまさに
経済である」と述べ、緊張緩和と南北経済協力の発展が北朝鮮にとっても
韓国にとっても利益になるということを示そうと努力している 58

前項で触れた板門店宣言は、それらの構想がよく表れたものといえる
だろう。板門店宣言では「今年に終戦を宣言し、停戦協定を平和協定に
転換し、恒久的で強固な平和体制の構築のための南北米 3 者、南北米中
4 者会談の開催を積極的に推進していくことにした」としている。この
平和体制について、韓国政府は「平和の回復・維持に関連した諸般の手
続き・原則・規範・制度の総体およびそれらが有機的に作動する構造」
と定義し、朝鮮半島においての平和体制とは「南北間の政治・軍事・経
済的信頼と関係国間の敵対関係の解消に基盤を置き、朝鮮半島での戦争
の危険が顕著に消滅し、南北が平和裏に共存する体制」であると説明し
ている 59。 

非核化の問題については、板門店宣言と平壌宣言で合意された「朝鮮
半島の非核化」の代償として北朝鮮に与えられる「安全の保証」が、
米国の韓国に対する拡大核抑止提供や、在韓米軍のプレゼンスに制限を
加える可能性が排除できない場合、この先米韓同盟において論争となる
であろう。

さらに、南北関係、米朝関係の進展に伴って、例年実施されてきた
「キーリゾルブ」および「フォールイーグル」、「ウルチ・フリーダム・ガー
ディアン」、「ヴィジラント・エース」といった米韓合同演習が停止され
ているが、これが長期化すると比較的短期間のローテーション配備であ
る在韓米軍と韓国軍の連携が弱まり、韓米連合軍の抑止能力の低下が懸
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念される。
前項で触れた、平壌宣言と同時に結ばれた軍事分野合意書も 60、軍事

演習の実施に当たって南北協議を必要とすること、南北間の MDL を挟
んで飛行禁止区域を定めたことにより、米国および韓国の偵察アセット
の運用に支障を来すことなどから、同じように、南側の抑止能力が低下
することが憂慮されている。

表3-1　板門店宣言履行のための軍事分野合意書（抜粋）

○	双方は相手方を狙った大規模な軍事訓練および武力増強問題、さまざまな形態の封鎖・遮断
および航行妨害の問題、相手方に対する偵察行為の中止問題などに対し「南北軍事共同委員
会」を稼働させ協議することにした。

○	双方は 2018 年 11月 1日より軍事境界線一帯で相手方を狙った各種の軍事演習を中止す
ることにした。

○	地上では軍事境界線より 5km以内で砲兵射撃訓練および連隊級以上の野外機動訓練を全面
中止することにした。

○	海上では西海にある南側の徳積島以北から、北側の椒島以南までの水域、東海の南側の束草
以北から北側の通川以南までの水域で、砲射撃および海上機動訓練を中止し、海岸砲と艦砲
の砲口・砲身のカバー設置および砲門閉鎖措置をとることにした。

○	双方は 2018 年 11月 1日より、軍事境界線の上空からすべての機種の飛行禁止区域を次
のように設定することにした。

・	 固定翼航空機は軍事境界線から東部地域は40km、西部地域は20kmを適用する。

・	 回転翼航空機は軍事境界線から 10km を、無人機は東部地域は 15km、西部地域は
10kmを、気球は25kmを適用する。

○	双方は非武装地帯内に、GPをすべて撤収するための試験的措置として、相互に 1km以内
に近接している南北監視哨所を完全に撤収することにした。

○	双方は板門店共同警備区域を非武装化することにした。

○	双方は非武装地帯内で試験的な南北共同遺骸発掘を行うことにした。

○	双方は 2004 年 6月 4日に第 2次南北将官級軍事会談で署名した、「西海海上での偶発的
衝突防止」関連合意を再確認し、全面的に復元・履行していくことにした。

○	双方は西海海上で平和水域と試験的な共同漁労区域を設定することにした。

2018年 9月 19日

大韓民国	 朝鮮民主主義人民共和国
国防部長官	 人民武力相   
宋永武	 朝鮮人民軍大将 努光鉄

（出所）各種報道より執筆者作成。
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そのほかにも、7 月には北朝鮮産石炭が韓国の港から密搬入され、そ
れを韓国政府が見逃したという案件、8 月には南北鉄道・道路共同点検
に国連軍司令部が許可を出さなかったという案件、9 月には南北共同連
絡事務所開所に際して韓国政府が米国側との十分な協議なく 80t の石油
などを北朝鮮に搬出しようとしたことが問題になった案件など、たびた
び米国と韓国の間で制裁をめぐる見解の差が明らかになっている 61。こ
れらのことから、韓国は、制裁をなし崩し的に緩めようとしているので
はないかという疑念を米国に持たれているようである。文在寅大統領
は、10 月の欧州歴訪においても、欧州首脳に対北朝鮮制裁の緩和を説
いたが、肯定的な反応を得ることはできなかった 62。

文在寅政権が早期の韓国への移管を目指している戦時作戦統制権につ
いては、10 月 30 日に開かれた第 50 米韓安全保障協議会議（SCM）の
共同声明で、両国が移管に必要な条件を満たしているか共同で評価して
いくことに合意した 63。移管に当たっては、検証前段階（pre-IOC）、初
期運用能力（IOC）、完全運用能力（FOC）、完全任務遂行能力（FMC）
の 4 段階でそれぞれの能力を有しているかを確認する評価が必要とされ
るが、pre-IOC 評価を省略し、IOC 評価を 2019 年から実施することも
共同声明に盛り込まれた。

移管後の指揮構造に関しては 2013 年に、韓国合同参謀本部議長（大
将）を連合軍司令官とし、在韓米軍司令官を副司令官とする議論が両国
間で出ていた 64。それを基に議論されたと思われる「戦時作戦統制権移
管以降の連合防衛指針」（SCM 共同声明とともに発表）は、米韓連合軍
司令部において韓国軍の大将が司令官を、米軍の大将が副司令官を務め
ると公式化し、1953 年に締結された米韓相互防衛条約に基づく米韓同
盟が地域安全保障と繁栄に寄与してきたことを評価するともに、戦時作
戦統制権の移管以降にも在韓米軍が駐屯すること、国連軍司令部を維持
することを明記している 65。

また、米韓同盟においては、5 年ごとに行われている在韓米軍の駐留
経費分担をめぐる米韓防衛分担特別協定（SMA）改定交渉も難航した。
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2018 年に 10 回にわたり米韓間で交渉が行われたが、米国が韓国の負担
金額の大幅増を求め、12 月の最後の交渉においては 5 年ごとの改定交
渉を 1 年ごとにすることを提案するなどしたため、2018 年中に合意す
ることができなかった 66。

（3）「国防改革2.0」の行方
盧武鉉大統領の「国防改革 2020」を受け継ぐ「国防改革 2.0」の概要が、

7 月、文在寅大統領に報告されたのに続き、12 月 20 日の 2019 年国防部
業務報告の場で、「国防改革 2.0 基本計画」が完成したことが明らかに
された。それらによると「国防改革 2.0」には将官の定員削減、下士官
以上の女性軍人の比率の拡大、2022 年までの現役兵力 61 万 8,000 人か
ら 50 万人への削減（削減はすべて陸軍の定員から）、徴兵された兵士な
どの軍服務期間の短縮などが含まれている 67。

7 月の報告においては「キルチェーン」、「韓国型ミサイル防衛システ
ム」（KAMD）、「大量膺懲報復」（KMPR）からなる「韓国型 3 軸体系」
構築の方針は維持されたが、宋永武国防部長官が就任時から進めてきた

「攻勢的新作戦概念」は盛り込まれず、国会での国政監査においても、
北朝鮮の非核化の進行と連携させ韓国型 3 軸体系の構築を柔軟に検討す
ることが報告されていた 68。その後の 12 月の国防部業務報告の資料お
よび同時期に公表された韓国の新たな「国家安保戦略」には、韓国型 3
軸体系の構築に関する内容が盛り込まれなかった 69。ここからは、南北
関係が進展する中で、北朝鮮に対する攻撃的な作戦概念構築や、装備、
部隊を整備することへの躊躇を見てとることができる。

同時に、韓国国防部が国防部業務報告において、北朝鮮以外の「全方
位的な安保脅威」への備えを掲げ、「我が海・空域内での周辺国の作戦
活動」に「国際法の範囲内で積極的に対応」70 するとしていた点が注目
される。なお、国防部業務報告が行われた同日、平素の警戒監視及び情
報収集の一環として、日本海を飛行していた海上自衛隊 P-1 哨戒機が、
突然、韓国海軍艦艇から火器管制レーダーの照射を受ける事案が発生し
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た。日本は、照射の証拠として哨戒機から撮影した映像等を公開したほ
か、日韓間で累次に及ぶ協議を重ねてきたが、韓国は照射の事実を否定
したばかりでなく、防衛省に「事実の歪曲」の中止と、自衛隊機が「低
空で脅威飛行したこと」への謝罪を求めるといった対応に終始した。こ
のため、防衛省は、1 月 21 日に最終見解を公表し、韓国に強く抗議す
るとともに、韓国に対して、この事実を認め、再発防止を徹底すること
を求めている 71。

対内的には、軍における積弊清算も進められている。国防部には
2017 年 9 月に「軍の政治介入を禁止し、軍内の人権侵害および非民主
的慣行を根絶」するための「軍積弊清算委員会」が設置された。軍積弊
清算委員会の調査対象は「憲法的・民主的価値の毀損、人権侵害、軍に
対する信頼失墜」行為などで、2018 年にかけて 4 回にわたり勧告案を
発表した。勧告案では「軍の政治介入」について、それを指示した上官
などに重い刑を規定することが、「将官の職権乱用」については兵士の
私的な使役の根絶対策強化が、「将兵の人権侵害」について外出制限な
どの不合理な制度の改善がうたわれたほか、「軍内の性暴力」のための
独立した管理・監督機構の設置が勧告された 72。

これらの勧告案に挙げられた項目の中でも最も注目を集めているのは
「軍の政治介入」である。軍積弊清算委員会とは別途に設置された「国
防サイバー書き込み事件調査タスクフォース」の調査結果などによると、
2012 年の韓国大統領選挙の前後に、当時の国防部長官の承認を受けて、
国軍サイバー司令部隷下の心理戦団において通称「書き込み部隊」が、
当時の与党候補であった朴槿恵候補を勝利させるために、野党候補で
あった文在寅候補に不利になるような書き込みをしたとされている 73。

また、韓国軍において防諜を担当する国軍機務司令部（DSC）が、上
記のサイバー司令部と同様に政治介入をしたと指摘されているのに加
え、民間人を監視したり、朴槿恵前大統領の弾劾が成立しなかった際に
デモが過激化した場合、自らが主導して戒厳令を敷こうとしていた疑惑
が報道されている。これらが原因となり、国軍機務司令部は 2018 年 9
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月 1 日をもって国軍軍事安保支援司令部（DSSC）に改編されることと
なった。

1980 年 5 月のいわゆる光州民主化運動弾圧への軍の関与についても、
ヘリコプターから市民への銃撃があったこと、爆弾を装備した戦闘機を
待機させていたこと、女性市民への性的暴行があったことが調査の結果
明らかになり、国防部長官が謝罪した 74。

陸軍士官学校出身者が就くことが多かった韓国軍の高官ポストでも、
海軍出身の宋永武国防部長官の後任に空軍出身の鄭景斗・合同参謀議長
が任命され 75、その後任の合同参謀議長には陸軍出身であるものの陸軍
士官学校卒業生ではない朴漢基第 2 作戦司令官が任命されるなど 76、昨
年に引き続き従来の傾向と異なる人事配置が行われている。

（注）
1）	 『労働新聞』2018 年 4 月 21 日。
2）	 朝鮮中央通信、2009 年 10 月 18 日。
3）	 The Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons, Article VI.
4）	 朝鮮中央通信、2013 年 4 月 1 日。以下、「自衛的核保有国」の定義はここから引用。
5）	 北朝鮮の先行不使用については次の文献。倉田秀也「金正恩『核ドクトリン』の生

成と展開―比較のなかの北朝鮮『最小限抑止』の現段階」防衛研究所編『平成 28 年
度安全保障国際シンポジウム報告書』2016 年。

6）	 朝鮮中央通信、2018 年 5 月 24 日。
7）	 朝鮮中央通信、2018 年 5 月 24 日。
8）	 『労働新聞』2018 年 5 月 28 日。
9）	 朝鮮中央通信、2002 年 10 月 25 日。
10）	 朝鮮中央通信、2016 年 7 月 6 日。
11）	 U.S. Department of Defense, “Joint Communiqué of the 49th ROK-U.S. Security 

Consultative Meeting,” October 28, 2017.
12）	 倉田秀也「北朝鮮が試みる冷戦構造解体の詭謀」『産経新聞』2018 年 4 月 24 日。
13）	 朝鮮中央通信、2018 年 12 月 20 日。
14）	 Korea Central News Agency, April 28, 2018.
15）	 典型例として、北朝鮮外務省備忘録、朝鮮中央通信、2013 年 1 月 14 日。
16）	 平和体制樹立が不可逆的であり、非核化が可逆的であるとの指摘が次の文献でなさ

れている。倉田秀也「朝鮮半島非核化と平和体制の樹立：争点と展望」『東亜』2018
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年 7 月、17 頁。
17）	 『労働新聞』2018 年 4 月 21 日。
18）	  飯村友紀「『対制裁シフト』下における裁量権と統制の相剋：金正恩体制期における

『国産化』政策の含意を中心に」日本国際問題研究所『「不確実性の時代」の朝鮮半
島と日本の外交・安全保障（平成 29 年度外務省外交・安全保障調査研究事業報告書）』
2010 年 3 月、163-167 頁。

19）	 Glenn Snyder, Alliance Politics, Cornell University Press, 1997, pp. 181-185.
20）	 渡邊武「朝鮮平和協定の政治：共通の脅威と盟邦の統制」『東亜』2018年11月、32-34頁。
21）	 中国外交部「2008 年 5 月 27 日外交部发言人秦刚举行例行记者会」2008 年 5 月 27 日。
22）	 同上。
23）	 防衛研究所編『東アジア戦略概観 2018』2018 年、77-78 頁。
24）	 中国外交部「王毅会见朝鲜外相李勇浩」2018 年 4 月 3 日。
25）	 『労働新聞』2018 年 3 月 28 日。
26）	 中国外交部「王毅同朝鲜外相李勇浩举行会谈」2018 年 5 月 2 日。
27）	 朝鮮中央通信、2018 年 5 月 3 日。
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